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平成25年度予算案の概要 
（雇用均等・児童家庭局） 

 
  待機児童解消のため、保育所などの受入児童数の拡大や放課後児童クラブの充実  
 を図るとともに、地域の子育て支援、児童虐待防止対策、社会的養護の充実、ひとり親 
   家庭支援、母子保健医療対策等を推進し、子どもを産み育てやすい環境を整備する。 
   また、女性の活躍促進に向けて、ポジティブ・アクションの取組みを推進するとともに、 
   育児・介護を行う労働者の仕事と家庭の両立支援策を推進する。 
   さらに、パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保などにより、安心して働くことの   
 できる環境を整備する。 
 

《主要事項》 

第１ 子どもを産み育てやすい環境づくり 

 
１ 待機児童の解消などに向けた取組み 
２ 児童虐待・ＤＶ対策、社会的養護の充実 
３ ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進 
４ 母子保健医療対策の推進 
５ 児童手当制度 
６ 仕事と育児の両立支援策の推進（再掲） 
 

１ 女性の活躍促進 
２ 仕事と育児・介護の両立支援策の推進 
３ パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保と正社員転換の推進 
４ 多様な働き方に対する支援の充実 
 

≪予算額≫ 

※ 数値は端数処理の関係上一致しないものがある。 

第２ 女性の活躍促進と安心して働くことのできる環境整備 
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※２４年度補正予算案と２５年度予算案とを一体的なものとして、「１５か月予算」として編成 
 
   ５６１（２４年度補正予算案）＋２０，０１８（２５年度予算案）＝２０，５７９ 
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（参考）【平成24年度補正予算案】 
○児童養護施設等の家庭的養護への転換                     ４．１億円 
   児童養護施設などの小規模化・地域分散化を通じ、入所児童を地域社会の中で 
  より家庭的な環境で養育・保護することができるよう、交付基礎点数を嵩上げし、 
  小規模グループケア化のための改築やグループホームの創設等の施設整備を促 
  進する。 

 （１）待機児童解消策の推進など保育の充実                  ４，６１１億円 
   待機児童の解消を図るため、保育所などの受入児童数の拡大（約７万人増）を図るとともに、    
   保護者の働き方や地域の実情に応じた多様な保育を提供するため、家庭的保育（保育ママ） 
   （１万人→1.3万人）、延長保育（58.0万人→60.2万人）、休日・夜間保育（休日：10万人→11万 
   人、夜間：224か所→252か所）、病児・病後児保育（延べ143.7万人→延べ171.8万人）などの 
       充実を図る。 
 

１ 待機児童の解消などに向けた取組み 
           （平成24年度当初予算額）      （平成25年度予算案）             
      ４，６１２億円   →   ４，９６１億円 

（２）放課後児童対策の充実                        ３１６億円 
 放課後児童クラブについて、保育の利用者が就学後に引き続き利用できるよう、 
 か所数の増（26,310か所→27,029か所）を図る。 
 

（参考）【平成24年度補正予算案】 
 
○待機児童解消のための保育士の確保                 ４３８億円 
  保育士の人材確保に向けて、保育士養成施設新規卒業者の確保と保育士の 
 就業継続を支援する各種研修等への助成、潜在保育士の就職等を支援する「 
 保育士・保育所支援センター」の設置、認可外保育施設の保育従事者の保育 
 士資格取得支援、保育士養成施設入学者に対する修学資金貸付、保育士の  
 処遇改善等を実施する。（安心こども基金） 
  
○保育や地域の子育て支援の充実等                   １１８億円 
  認定こども園等における保育の充実、地域子育て支援拠点事業について子 
育て家庭への情報集約・提供などの「利用者支援」を行うなどの機能強化、 
一時預かり事業の機能強化等により、地域の子育て支援の充実を図る。（安心 
こども基金） 
 また、従来子育て支援交付金において行ってきた事業について、平成27年 
４月から実施される予定の子ども・子育て支援新制度の下での円滑なスター 
トを目指し、安心こども基金に移行して拡充する。 

 

 

第１ 子どもを産み育てやすい環境づくり 

 

（３）児童福祉施設などの災害復旧に対する支援（復興）        ３４億円 
 東日本大震災で被災した児童福祉施設などのうち、各自治体の復興計画で、 
 平成25年度に復旧が予定されている施設などの復旧に必要な経費について、 
 財政支援を行う。 
 

２ 児童虐待・ＤＶ対策、社会的養護の充実 

          ９６３億円   →   ９８９億円 

（１）児童虐待防止対策の推進、社会的養護の充実             ９６８億円 
  ①児童虐待防止対策の推進【一部新規】 
   児童相談所などの専門性の確保・向上を図り、相談機能を強化するとともに、未 
  成年後見人制度の普及促進などを図る。 
  さらに、これまで安心こども基金において行ってきた児童の安全確認等のための  
  体制強化事業、児童虐待防止対策強化のための広報啓発事業と資質向上事業 
  を、平成25年度から当初予算に計上して実施する。 
  
  ②家庭的養護の推進 
   虐待を受けた子どもなど社会的養護が必要な子どもを、地域社会の中でより家 
  庭的な環境で養育・保護することができるよう、里親・ファミリーホームへの委託を 
  進めるとともに、既存の建物の賃借料の助成（月額10万円）や施設整備費により、 
  小規模グループケア、グループホーム等の実施を支援する。 
 

  ③被虐待児童などへの支援の充実【一部新規】 
  児童家庭支援センターなどにより、在宅の子どもや保護者の虐待などに関する相 
 談・支援を行う。 
  また、児童養護施設の心理療法担当職員の配置の推進、母子生活支援施設の 
 特別生活指導費加算の充実を図るとともに、これまで安心こども基金において行っ 
 てきた職員の資質向上のための研修事業を、平成25年度から当初予算に計上し 
 て実施する。 
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 （３）小児の慢性疾患などへの支援                    １６５億円 
     小児期に小児がんなどの特定の疾患に罹患し、長期間の療養を必要とする 
    児童などの健全育成を図るため、その治療の確立と普及を図り、併せて患者 
    家庭の医療費の負担を軽減する（小児慢性特定疾患治療研究事業）。なお、 
    難病対策の法制化等の取組みと併せ、取組みを進める。 
      また、未熟児の養育医療費の給付などを行う。 
  
  
５ 児童手当制度                            １兆４，５８５億円 → １兆４，３１１億円 
  
    次代の社会を担う児童の健やかな成長に資するため、児童手当の支給を行う。 
  
  
６ 仕事と育児の両立支援策の推進（再掲・７ページ参照） 
                                                                                                     ９２億円 → ７３億円 
 

３ ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進 
                                 １，８５７億円 → １，９２１億円 
  
（１）ひとり親家庭の就業・生活支援などの推進               ９８億円 
   母子家庭の母などへの就業支援、養育費の確保や面会交流の支援など総合 
  的な自立支援施策を推進する。 
   高等技能訓練促進費等事業については、これまで補正予算を活用した暫定的 
  な措置であったものを、平成25年度から所要の見直しを行うとともに当初予算に 
  計上することにより、安定的な事業実施を図る。 
  
（２）自立を促進するための経済的支援                １，８２３億円 
   ひとり親家庭の自立を支援するため、児童扶養手当を支給する。 
   また、母子家庭などの自立を促進するため、技能取得などに必要な資金の貸 
  付けを行う母子寡婦福祉貸付金による経済的支援を行う。 
  
４ 母子保健医療対策の推進             ２７１億円 → ２５９億円 
  
（１）妊婦健康診査の公費助成                  
   妊婦健康診査の公費助成については、これまで補正予算により基金事業の延 
  長を重ねてきたが、平成25年度以降は、地方財源を確保し地方財政措置を講じ 
  ることにより、恒常的な仕組みへ移行する。 
   また、離島に居住する妊婦が健康診査を受診するための交通費等の支援につ 
  いても、地方財政措置が講じられる。 
  
（２）不妊治療などへの支援                            ９２億円 
   医療保険が適用されず、高額の治療費がかかる配偶者間の不妊治療に必要   
  な費用の一部を助成し、経済的負担の軽減を図るとともに、不育症に悩む人へ 
  の相談体制の充実を図る。 
 

（２）配偶者からの暴力（ＤＶ）防止（一部再掲）                ５７億円 
   配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者に対して、婦人相談所などで行う相談、保護、 
   自立支援などの取組みを推進する。 
 

   ④要保護児童の自立支援の充実【一部新規】 
    現在、児童養護施設などに入所している高校生に支給している自立に役立つ資 
   格取得に必要な経費を、中卒・高校中退などの児童にも支給する。 
    また、これまで安心こども基金において行ってきた退所者等の就業支援事業を、 
   平成25年度から当初予算に計上して実施する。 
 

第２ 女性の活躍促進と安心して働くことのできる環境整備 

 

 １ 女性の活躍促進                                   ５．７億円 → ６．１億円 
  
（１）女性の活躍促進のための直接的な働きかけ【一部新規】 
                                             ５．０億円 
   ポジティブ・アクション（女性の活躍促進）を支援するため、新たに雇用均等指 
  導員（均等担当）（仮称）を設置し、企業に対する直接的な働きかけを強化する。 
  
（２）ポジティブ・アクションの取組みの推進【一部新規】          １．１億円 
     専用ポータルサイト等での開示を促進するとともに、企業の労使で男女の均等 
  度合いを把握してポジティブ・アクションにつなげるための事業を実施する。 
     また、新たに、メンター（※1）やロールモデル（※2）の確保・育成が困難な中小 
  企業がネットワークをつくり、女性の相互研鑽、研修などを行う仕組みづくりを支 
  援する。 
   （※1）メンター：後輩からの仕事・キャリア等の相談相手となりつつ助言、指導、支援 
                                    をし人材育成する人物 
   （※2）ロールモデル：職業人として模範、手本となる、又は目指したい人物 

 

3 



 ２ 仕事と育児・介護の両立支援策の推進            ９２億円 → ７３億円 
  
（１）両立支援に取り組む事業主への助成金の支給【一部新規】 
                                                   ６７億円 
   働き続けながら育児・家族介護を行う労働者の雇用の継続を図るため、子育て期におけ 
  る短時間勤務制度を導入し労働者に利用させるなど、雇用環境の整備を行う事業主に助 
  成金を支給する。 
   また、期間雇用者に育児休業を取得させ、復職させた事業主に助成金を支給する（期間 
  雇用者継続就業支援コースの新設）ことにより、期間雇用者の育児休業の取得を促進し継 
  続就業を支援する。 
   さらに、事業主が女性の活躍促進について取り組むことを宣言し、成果があった場合に、 
  助成金を上乗せ支給する制度を創設する。 
   
（２）仕事と育児の両立支援に関する雇用管理改善事業の実施        ４．９億円 
     両立支援制度を利用しやすい職場環境を整備するため、期間雇用者の育児休業や短時  
    間勤務の取得などに関する好事例の収集・普及を行うとともに、イクメンプロジェクトの実施 
      などにより、男性の育児休業の取得を促進する。 
  
（３）仕事と介護の両立支援事業の実施【新規】                ３０百万円 
      労働者の仕事と介護の両立を支援し、継続就業を促進するため、企業向けの両立支援対 
  応策モデルを構築し、その周知を図るとともに、両立支援制度や両立モデルなどを内容とす 
  る労働者向け事例集の作成、シンポジウムの開催などを行う。 
  
（４）育児・介護休業法の円滑な施行                       ６２百万円 
      育児・介護休業法に基づく制度の普及・定着に向けた導入指導などの強化により、仕事と 
  家庭の両立ができる職場環境の整備促進を図る。 
  
（５）中小企業における次世代育成支援対策の推進            ２２百万円 
    次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画の策定などが行われるよう指導を行うとと 
  もに、多くの事業主が次世代法に基づく認定を目指して取組みを行うよう周知・啓発に取り 
  組む。 
  
 ３ パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保と正社員転換の推進 
【一部新規】 
                                   ２５億円 → １５億円 
  
    パートタイム労働法制の整備を進め、制度の周知を図る。 
   また、パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保、正社員への転換を推進するため、 
  パートタイム労働法に基づく指導、専門家による相談・援助、助成措置の活用による支援、 
  職務分析・職務評価の導入支援を行うとともに、新たにパートタイム労働者の活躍を推進す 
  る雇用管理改善の取組みの普及促進を行う。 
 

  さらに、短時間正社員制度の導入・定着促進のため、ノウハウの提供や助成措置  
 の活用による支援などを行う。 
   （※）均衡待遇・正社員化推進奨励金（パートタイム労働者の正社員転換等を推 
    進）については、他の非正規雇用対策関連の助成金と整理・統合し、平成25年 
    度からは有期・短時間・派遣労働者等安定雇用実現プロジェクト（仮称）におけ 
    る包括的な助成措置として実施する。 
  
  
４ 多様な働き方に対する支援の充実 
                                 ３．４億円 → １．４億円 
  
（１）短時間正社員制度の導入・定着の促進（再掲）           ９７百万円 
     短時間正社員制度の導入・定着促進のため、ノウハウの提供や助成措置の活 
   用による支援などを行う。 
  
（２）良好な在宅就業環境の確保                      ４１百万円 
     在宅就業を良好な就業形態とするため、「在宅ワークの適正な実施のためのガ 
   イドライン」の周知を図るとともに、在宅就業者と仲介機関など発注者を対象とし 
   た支援事業を実施する。 
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  各都道府県に設置されている「安心こども基金」について、所要額を積み増し、実施期限の延長（２５年度末まで）を行
う。 

 保育士の人材確保に向けて、 

 ・潜在保育士の再就職等を支援する「保育士・保育所支援センター」の設置、 
 ・保育士の就業継続を支援する研修、 
 ・認可外保育施設の保育従事者の保育士資格取得支援、 
 ・保育士養成施設入学者に対する修学資金貸付、 
 ・保育士の処遇改善  等を実施 

保育サービス等の充実 

 ・認定こども園事業費等の充実（幼稚園型認定こども園の保育所機能部分について幼保 

  連携型認定こども園と同程度の補助額に改善） 

    ※認可外保育施設運営支援事業についても、同様に改善 

 ・子育て支援交付金事業の組み替え・拡充 

  ①地域子育て支援拠点事業の機能強化 

    子育て家庭が子育て支援の給付・事業の中から適切な選択を行うことができるよう 
   情報の集約・提供などの「利用者支援」を行うとともに、世代間交流や訪問支援、地域 
   ボランティアとの協働など「地域との協力体制」を強化した「地域機能強化型」を創設 
  ②一時預かり事業の機能強化 

    休日等の開所や通常の開所時間を超えて時間延長を行う「基幹型施設」を創設 

  ③へき地保育事業の実施要件の緩和（１日当たり平均入所児童数10人以上→６人以上）  
                                                       など 
ひとり親家庭等の支援 
 ・在宅就業支援などの母子家庭等に対する就業支援や生活支援の実施 
 
社会的養護の推進等 
 ・児童養護施設等の生活環境の改善 

 ・児童相談所の改修や備品整備等の環境改善、地域の創意工夫による児童虐待防止 

  の取組 

 ・東日本大震災により被災した子どもへの支援 

安心こども基金の積み増し・延長について 

２４年度補正予算（案）  ５５７億円 

 

  

 待機児童解消のための集中的な保育所等整備や子ど 

も・子育て支援新制度の施行準備を推進するため基金を 

積み増し・延長 

 

 ・待機児童解消を目指す保育所等の整備（年間約７万 

  人の受入れ定員増） 

 ・認定こども園の整備 

 ・子育て支援のための拠点施設の整備 

 ・放課後児童クラブの設置促進のための整備 

 ・子ども・子育て支援新制度施行に向けた電子システム 

  の整備 

 
 
   

（参考） 予備費 1,118億円 

待機児童解消のための保育士の確保  438億円  

保育や地域の子育て支援の充実等 118億円  
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○高齢者・地域学生等との世代間交流
（多様な人間関係との関わり） 

○地域の伝統文化や習慣行事にふれる
ことによる親子の育ちの支援  

○地域ボランティア、町内会、子育 
 てサークルとの協働 

保育所 

放課後児童クラブ 

学校 幼稚園 

（機能強化）地域支援機能 

児童館 

 
 
 
○子ども・子育て関連３法の給付・事業の
利 用についての情報集約・提供 

○保育等の利用についての相談 
○保育等の利用調整（市町村と連携） 

（機能強化）利用者支援機能 

市町村 

連携 

拠点職員 利用者（待機児童） 

利用相談 

利用資源の案内 

地域子育て支援拠点 

子育て親子 

  ※ 地域機能強化型の施設に従事する職員の資質（地域子育て支援の内容や手法等）の底上げ  ⇒ 専門性強化対策費を支援 

 
 

  ・子育て親子の交流の場の提供 
  ・育児の相談・援助、講習等  
  ・育児に役立つ情報のお知らせ  
   

現在の機能（相談等機能） 

地域子育て支援拠点の機能強化   

（注）利用者支 
援は、三党合 
意に基づく子ど 
も・子育て支援 
法案の修正に 
より、市町村事 
業として法定化 

様
々
な
地
域
住
民
・団
体
と
の
支
援
・協
力
関
係
の
構
築 

 地域子育て支援拠点に、以下の機能を持つ「地域機能強化型」を創設（都市部中心に約1,100か所） 
①「利用者支援機能」＝地域の子育て家庭に対して、子育て支援の情報の集約・提供等 
②「地域支援機能」 ＝親子の育ちを支援する世代間交流やボランティア等との支援・協力等 

関係機関とのネット
ワークづくりを推進   
  （関係者会議等） 

（機能強化）との相乗効果で更に充実 

認定こども園 
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保育所待機児童の解消について 
【保育所待機児童の概要】 

 ○ 平成24年4月1日現在の待機児童数は２万４，８２５人。 

 ○ 安心こども基金の活用により保育所の整備が進み、保育所定員が前年比３５，７８５人増加、 

   利用児童は前年比５３，８５１人増加したこと等から、待機児童は２年連続で減少（前年比△７３１人）。 

 ○ 依然として、多くの待機児童がいることから、保育所の整備や保育士の人材確保により待機児童解消へ 

   取り組むことが必要。 

 

 

 

（参考）待機児童数の推移 

23,338  
19,794  

17,926  19,550  

25,384  26,275  25,556  24,825  

10,000  

15,000  

20,000  

25,000  

30,000  

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

（単位：人） 

待機児童数 待機児童数 待機児童数 待機児童数

1 愛知県 名古屋市 1,032 18 千葉県 市川市 296 35 鹿児島県 鹿児島市 177 52 埼玉県 さいたま市 126
2 北海道 札幌市 929 19 東京都 町田市 293 36 東京都 港区 175 53 埼玉県 川口市 123
3 福岡県 福岡市 893 20 沖縄県 浦添市 261 37 静岡県 浜松市 166 54 千葉県 千葉市 123
4 東京都 世田谷区 786 21 沖縄県 宜野湾市 259 38 大阪府 茨木市 160 55 京都府 京都市 122
5 大阪府 大阪市 664 22 東京都 江東区 253 39 静岡県 静岡市 155 56 東京都 武蔵野市 120
6 神奈川県 川崎市 615 23 神奈川県 相模原市 244 40 東京都 日野市 153 57 熊本県 熊本市 119
7 兵庫県 神戸市 531 24 大阪府 東大阪市 214 41 滋賀県 大津市 147 58 奈良県 奈良市 115
8 東京都 練馬区 523 25 東京都 江戸川区 211 42 東京都 目黒区 143 59 東京都 中野区 114
9 大阪府 堺市 457 26 沖縄県 沖縄市 199 43 東京都 多摩市 140 60 宮城県 多賀城市 113
10 沖縄県 那覇市 436 27 東京都 東村山市 195 44 東京都 小金井市 138 61 奈良県 生駒市 112
11 宮城県 仙台市 410 28 東京都 西東京市 190 45 沖縄県 糸満市 138 62 沖縄県 豊見城市 112
12 東京都 足立区 397 29 千葉県 船橋市 183 46 熊本県 菊陽町 137 63 東京都 文京区 111
13 東京都 大田区 392 30 東京都 府中市 182 47 東京都 渋谷区 135 64 沖縄県 八重瀬町 109
14 神奈川県 藤沢市 379 31 東京都 調布市 180 48 千葉県 柏市 133 65 東京都 墨田区 105
15 東京都 八王子市 375 32 神奈川県 茅ヶ崎市 180 49 東京都 豊島区 129 66 東京都 東久留米市 104
16 東京都 板橋区 342 33 東京都 小平市 179 50 東京都 三鷹市 128 67 沖縄県 うるま市 102
17 広島県 広島市 335 34 神奈川県 横浜市 179 51 神奈川県 大和市 127 9,496◎合計（待機児童100人以上）

自治体名 自治体名 自治体名 自治体名

【待機児童数の多い自治体】（待機児童数１００人以上） 
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〔目  的〕・保育士養成施設卒業者の保育所への就職率を増加させる。 
 

〔事業内容〕・保育士の仕事の大切さや魅力を伝えるための取り組みへの助成 
       （保育所保育士と養成施設の学生が交流する場を提供、学生を対象とした就職フェアの実施 等） 

        ・養成施設の就職あっせん機能を向上させるための研修費用の助成 
        （求人情報収集・学生への紹介方法などの就職担当者に対する研修 等） 

 

 １．保育士養成施設新規卒業者の確保 

 

〔目  的〕・保育士の平均勤続年数を増加させる。 
         

〔事業内容〕・新人保育士を対象とした、就職前の期待と現実とのギャップ（リアリティショック）へ 
       の対応方法、保護者対応等のストレスの高い業務についての研修費用の助成 
      ・保育所の管理者（所長等）に対し、離職防止につながる人事管理や職場環境改善等の 
       研修費用の助成（所内の相談体制、効果的なＯＪＴ、メンタルヘルスなどの研修 等） 

  

 ２．保育士の就業継続支援 

 

〔目  的〕・保育所に勤務していない保育士（＝潜在保育士）の採用を増加させる。 
 

〔事業内容〕・潜在保育士の就職や保育所の潜在保育士活用支援等を行う「保育士・保育所支援セン 
       ター」の費用の助成 
          〔保育士・保育所支援センターの業務〕 
            潜在保育士の相談・就職あっせん、潜在保育士の活用方法に関する保育所への助言、 
            保育所で働く保育士や保育士資格取得を希望する者からの相談への対応（職業体験など） 等 

       ・保育士養成施設から卒業生に対し、再就職支援機関や再就職支援研修を周知する費用の 
       助成 

 ３．潜在保育士の再就職等を支援する「保育士・保育所支援センター」の設置等 

① 保育士確保施策の拡充 （補助率１／２）  【１４億円】 

待機児童解消のための保育士の確保策（安心こども基金：４３８億円） 
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〔目  的〕 
 ○認可外保育施設に勤務している保育従事者（保育士資格なし）の、保育士資格取得を支援し、当該 
  施設が認可保育所へ移行することによる「認可保育所に勤務する保育士の増加」を図る。 
   

〔事業内容〕 
 ○認可外保育施設を対象に、保育従事者の保育士資格取得に要する費用（通信制保育士養成施設の受講料の 

  １／２）、受講に伴う代替要員費を助成する。 
        

 
 
 

４．認可外保育施設に勤務する保育従事者の保育士資格取得支援 

②保育士の資格取得と継続雇用の強化 （補助率３／４） 【８４億円】 

受講 

認可外保育施設 

保育従事者 

 
 
 
 

〔安心こども基金〕 
都道府県 
（基準額の 
 1/4負担） 

 
 
 
 

交付申請 

交付（受講費用、代替要員費） 

保育士養成施設 

受講費用 

国 
（基準額の3/4負担） 

補助 

 
〔目  的〕 
 ○保育士資格取得に必要な修学資金の貸し付けを行うことで、保育士養成施設の入学者の増加を図り、 
  養成施設卒業による資格取得者の減少に歯止めをかける。また、卒業後に保育所等で5年間業務に従 
  事した場合は返済を免除することで、保育所等に勤務する保育士の増加を図る。 
    

〔事業内容〕 
 ○保育士養成施設の入学者を対象に、保育士資格取得に必要な修学資金の貸し付けを行う。 
   ※生活保護世帯の児童が貸付を受ける場合は、生活費として上乗せ。 
   ※介護福祉士等修学資金貸付と同様に、都道府県から団体に貸付資金の補助 
 
    

５．保育士養成施設入学者に対する修学資金貸付 

保育士養成施設 
入学者 

貸付申請 

貸付 

返済 

 
 
 

〔安心こども基金〕 
都道府県 
（基準額の 
 1/4負担） 

 
 
 

国 
（基準額の 
 3/4負担） 

補助 
補助 

都道府県が 
認めた団体 

（県社協など） 
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   待機児童の早期解消のため、保育所の整備等によって量的拡大を図る中、保育の担い手である保育士等の確

保が課題となっている。保育士の人材確保対策を推進する一環として、保育士の処遇改善に取り組む保育所へ
資金の交付を行うことにより、保育士の確保を進める。 

（１）目的 

 
   保育士の処遇改善のため、保育所運営費の民間施設給与等改善費（民改費）を基礎に、上乗せ相当額を保育

所運営費とは別に「保育士等処遇改善臨時特例事業」（仮称）として都道府県の安心こども基金に交付する。交付
対象は、私立保育所（私立認定こども園の保育所部分を含む）の保育士等とし、上乗せ相当額を保育所に交付。 

 ※１ 民間施設給与等改善費は、保育士等の平均勤続年数に応じた加算率により私立保育所に対する保育所運営費を上乗せする仕組み。 
  ※２ 保育所運営費の予算積算上の一人当たり単価に当てはめて機械的にモデル計算した場合の改善月額  
      保育士 （福祉職１級２９号俸：月額約３０万円（賞与等含む））        約８，０００円  

      主任保育士 （福祉職２級１７号俸：月額約３５万円（賞与等含む））    約１０，０００円  

（２）補助の概要 

 
  ○ 都道府県の安心こども基金に国から交付。都道府県から各市町村へ交付した上で、市町村におい 
   て各保育所に対して交付。その際、効果の確認として、保育所に対し、①処遇改善計画の策定、②実 
   績報告を求める。 
  

（３）交付方法 

③ 保育士の処遇改善 （補助率１０／１０）  【３４０億円】 
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